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○太田市介護用紙おむつ給付事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、在宅の要介護高齢者等に紙おむつを給付することにより、要介護高齢者を介

護している家族の身体的、精神的、経済的負担の軽減を図り、要介護高齢者の在宅生活の継続、

高齢者福祉の向上を図ることを目的とする。 

（事業の実施） 

第２条 この事業の実施主体は太田市とする。ただし、市長は適切な事業運営が確保できると認め

られる社会福祉法人 太田市社会福祉協議会（以下「社協」という。）に委託してこの事業を実施

するものとする。 

 (事業の内容） 

第３条 この事業は、給付決定された対象者(以下「対象者」という。）に社協が対象者の担当民生

児童委員から２ヶ月に一度(奇数月）、指定された紙おむつを居宅へ宅配することとする。 

（給付の対象者） 

第４条 この事業の対象者は、市内に住所を有し、在宅で介護を受けている６５歳以上の高齢者で

あって、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１９条第１項に規定する要介護認定(「以下「介

護認定」という。）の判定に基づき、要介護４又は要介護５と判定された者で常時おむつを必

要とする者。 

(2) 前年の所得が市民税非課税世帯に属する者であること。 

（給付の申請） 

第５条 前条の要件に該当し、紙おむつの給付を受けようとする者は、太田市介護用紙おむつ給付

申請書（様式第１号）を民生児童委員に提出して、民生児童委員が市長に申請するものとする。 

（給付の決定） 

第６条 市長は、前条の申請書を受理したときは、対象者の要介護度の状況及び本人の同意をもと

に課税調査を行い給付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、給付を決定したときは、「太田市介護用紙おむつ給付決定通知書」(様式第２号）を、

非該当と決定したときは、太田市介護用紙おむつ給付非該当通知書」(様式第３号）をそれぞれ申

請者及び担当民生児童委員に通知するものとする。 

 (実施依頼） 

第７条 市長は、給付決定したときは太田市介護用紙おむつ給付決定依頼書(様式第４号）により社

協に給付を依頼し直近の奇数月から給付開始するものとする。 

（実績報告） 

第８条 社協は、事業の実施状況について、介護用紙おむつ給付実績報告書（様式第５号）に地区
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別、種類別給付数の報告書を添付して偶数月の１０日までに市長に報告しなければならない。 

（給付の廃止） 

第９条 市長は、対象者が次の各号のいずれかに該当する場合は、サービスを廃止することができ

るものとする。 

(1) 病院等への入院・入所(長期間のショートステイ利用者も含む）及び死亡・転出したとき。 

(2) 介護認定の用介護４以下の判定を受けたとき又は要介護認定の有効期間を経過しても継続の

更新申請をされていない場合。 

(3) 虚偽の申請その他不正の手段により給付の決定を受けたとき。 

２ 市長は、給付の廃止を決定したときは、申請者、担当民生児童委員及び社協に通知するもの

とする。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるものの他必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 



3/5 

 



4/5 

 



 

 

様式第１号（第４条関係） 

（平１８規則２６・全改） 

様式第２号（第６条関係） 

 

 


